インドネシア共和国政令

建設事業（サービス）の運営

に関する

2000年第29号

建設事業（サービス）の運営に関する

2000年インドネシア共和国政令第29号

インドネシア共和国大統領は、

以下の事項を検討し、

a. 建設事業（サービス）が国家開発における戦略的役割を持つことから、建設事業の編成と運営秩序、品質の高い建設事業の成果品、並びに社会全体の役割増進の実現を図るための運営規定を定める必要があること、

b. a項に述べる判断に基づき、また建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号の履行のため、建設事業（サービス）の運営に関する政令を定める必要があると判断されること、

以下の法令に考慮し、

1. 1945年憲法第5条(2)項

2. 株式会社に関する1995年法律第1号（1995年インドネシア共和国官報第13号、官報追補第3587号）

3. 独占行為及び不公正な事業競争の禁止に関する1999年法律第5号（1999年インドネシア共和国官報第33号、官報追補第3817号）

4. 建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号（1999年官報追補第3833号）

5. 地方政府に関する1999年法律第22号（1999年インドネシア共和国官報第60号、官報追補第3839号）

建設事業（サービス）の運営に関する政令を定める事を決定する。

第I章

一般規定（総則）

第1条

本政令の語彙を、下記の通りに定義する

1.  一般競争(公開)入札とは、少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用掲示板を通じて広く公告し、関心を持ち資格を満たす事業界の人々が広く参加できるよう公開方式で実施される競争（入札）を云う。

2. 制限競争入札とは、少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用掲示板を通じて広く公告し、関心を持ち資格を満たす事業界の人々が広く参加できるよう、事前資格審査に合格し、また会社数が限定されるサービス提供者（請負人）が参加できる特定の業務（工事）のための競争（入札）を云う。

 3.  直接選択入札とは、少なくともサービス提供者（請負人）3者の入札者を技術面および価格面から比較させ交渉を行い、その結果適正価格の調達および技術的な責任保証ができるよう、一般競争あるいは制限競争を経由せず行われる競争（入札）を云う。

 4.  直接指名入札とは、1社のみに対して技術面および価格面の交渉を行い、その結果適正価格の調達および技術的な責任保証ができるよう、一般競争、制限競争あるいは直接選択を経ずに行われる建設サービス調達を云う。

 5.  機関とは、国内の建設サービス事業の発展を目的とする建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号で述べる組織を云う。

6. 大臣とは、建設部門で責任を持つ大臣を云う。

第2条

建設事業運営の規定範囲は、サービス提供者（請負人）、建設業務（工事）契約、建設工事の施工、建設の失敗、紛争の解決、共謀の禁止、および行政制裁を包括する。

第II章

サービス提供者

第１部

通則

第3条
(1) サービス使用者（発注者）による建設設計者、建設施工者および建設監理者を対象とするサービス提供者（請負人）の選定は、一般競争入札、制限競争入札、直接選択入札、あるいは直接指名入札の方法により行うことができる。

(2) (1)項で述べる一般競争入札方法によるサービス提供者（請負人）の選定において、サービス使用者（発注者）は事前資格審査および事後資格審査を行うことができる。

(3) (1)項で述べる制限競争入札方法によるサービス提供者（請負人）の選定において、サービス使用者（発注者）は事前資格審査を行う義務を有する。

(4) 他の内国企業および/あるいは外国企業と提携する国内企業は、事前資格審査に参加でき、かつ合弁（合同）会社として評価される。

(5) サービス提供者（請負人）の一般競争入札、制限競争入札、直接選択入札において、サービス使用者（発注者）は少なくとも1社の国内企業を入札に参加させなければならない。

(6) 建設設計者および建設監理者の選定において、以下の義務が条件付けられる。

a. 建設設計者に対する業務（工事）入札保証金および履行保証金（担保）、または

b. 建設監理者に対する入札保証金

上記の事項が建設設計者およびサービス使用者（請負人）で合意される場合に選定に参加する。

第2部

建設設計者および建設監理者

第4条

(1) 第3条(1)項で述べる一般競争入札方法でのサービス使用者（請負人）による建設設計者および/あるいは建設監理者の選定は、すべての建設設計および監理業務に対して適用される。

(2) (1)項で述べる建設設計者および建設監理者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも1社の印刷メディア一の報道機関および公用掲示板を通じて広く公告される。

b. 事業体あるいは個人事業者の形態による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

c. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

(3) (1)項で述べる建設設計者および建設監理者の選定方法は、以下の事項から成る。

a. 公告

b. 競争入札参加のための登録

c. 入札説明書

d. 入札書の提出

e. 入札の評価

f. 落札候補者の決定は、品質および/あるいは品質と価格の双方、および/あるいは固定価格および/あるいは最低価格の評価に基づき実施される。

g. 落札候補者の公表、および

h. 異議申し立て期間

i. 落札者の決定

(4) (3)項e号で述べる入札評価方法の選定は、サービス使用者（発注者）により決定される。

第5条

(1) 最良の建築上の提案を取得するための建設設計者およびシステム企画のための建設設計者の選定は、公開または限定的な競争を経由して実施される。

機関は、サービス使用者のための参考資料として(1)項で述べる競争に関する方法を含む書類見本を策定し、発行する。

第6条

(1) 第3条(3)項で述べる限定競争入札による建設設計者および建設監理者の選定は、以下の業務（工事）に対して行われる。

a. 高い危険性を有する、および/あるいは

b. 高度技術を有する

(2)  (1)項で述べる建設設計者および建設監理者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用の掲示板を通じて広く公告される。

b. 受付サービス提供者（請負人）の数が限定される

c. 入札参加者の最終選考者を決定するための事前資格審査過程を経由する。。

d. 事業体あるいは個人事業者の形態による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

e. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

f. ｃ号で述べる最終選考者の決定基準の対象は、以下の通りである。

1) 同種の業務（工事）に経験のある企業

2) 所有する専門職の資格

(3)   (1) 項で述べる建設計画者および建設監督者の選定方法は、以下の事項から成る。

g. 事前資格審査の公告

h. 事前資格審査書類の記載登録

i. 事前資格審査の評価および最終選考候補者の決定

j. 最終選考候補者に選ばれた参加者の招請

k. 入札説明書

l. 入札書の提出

m. 入札の評価

n. 落札候補者の決定は、品質および/あるいは品質と価格の双方、および/あるいは固定価格および/あるいは最低価格の評価に基づき実施される。

o. 落札者候補の公表

p. 異議申し立て期間、および

q. 落札者の決定

(4)　　(3)項で述べる入札評価方法の選定は、サービス使用者（発注者）により決定される。

第7条

(1) 第(3)条で述べる直接選定方法による建設設計者および建設監理者の選定は、特定の状況のみにおいて適用する、即ち

a. 直接選定を行うべき可能性を有する社会の治安と安全のための緊急的処置

b. 最新技術によってのみ履行できる事業(工事)で、その技術を活用できるサービス提供者（請負人）が非常に制限される業務(工事)に関する規定により、当該企業数が非常に限定されるサービス提供者（請負人）のみが施工できる複雑な業務(工事)

c. 大統領が定める国家の治安と安全に係る機密性のある業務(工事)、および/あるいは

d. 以下の規定による小規模の業務（工事）

1) 公共事業関連用

2) 危険性の少ないもの

3) 単純な技術を使用するもの、および/あるいは

4) 個人事業者および小規模な事業体のサービス提供者が実施するもの

(2) (1)項で述べる建設設計者および建設監理者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも3者の入札者を招請する。

b. 複数の入札者から選定する

c. 事業体あるいは個人事業者の形態による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

d. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

(3) (1) 項で述べる直接選定方法は、以下の事項から成る。

a. 招請

b. 入札説明書

c. 入札書の提出

d. 入札の評価は、品質および/あるいは品質と価格の双方、および/あるいは固定価格および/あるいは最低価格の評価に基づき実施される。

e. 等級（ランク）が決定された後に説明と交渉

f. 落札者の決定

(4) (3)項d号に述べる入札評価方法の選定は、サービス使用者が決定する。

第8条

(1) 第(3)条で述べる直接指名方法による建設設計者および建設監理者の選定は、以下の状況において適用する、即ち

a. 特定の状況、即ち

1) 社会の治安と安全のための緊急処置で、履行が延期不可能で、かつ早急に実施しなければならない業務(工事)

2) 最新技術によってのみ履行できる事業(工事)で、その技術を活用できる唯一のサービス提供者（請負人）による業務(工事)に関する規定により、企業数が非常に限定されるサービス提供者（請負人）のみが施工できる複雑な業務(工事)

3) 大統領が定める国家の治安と安全に係る機密性を有する業務(工事)

4) 以下の規定による小規模な業務（工事）

　　　　a. 自己/個人的な必要性のため

　　　　b. 危険性の少ないもの

    　c. 単純な技術を使用するもの、および/あるいは

     d.  個人事業者および小規模な事業体のサービス提供者（請負人）により実施されるもの、および/あるいは

5) 建築物の失敗に対する責務的性質が事前に施工済みの業務（工事）から完了していない技術的に一体となる建築物に対する継続業務（工事）

     b. 著作権保有者あるいはライセンスを得た者のみにより実施される業務（工事）

(2) (1)項で述べる建設設計者および建設監理者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 事業体による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

b. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

c. 当該サービス提供者が著作権保有者あるいはライセンスを得た者である。

(3) (1) 項で述べる建設設計者および建設監理者の選定方法は、以下の事項から成る。

a. 招請

b. 入札説明書

c. 入札書の提出

d. 交渉

e. 落札者の決定

第3部

建設施工者

第9条

(1) 第(3)条で述べる一般競争入札の方法による建設施工者の選定は、すべての建設施工業務（工事）に効力を有する。

(2) (1)項で述べる建設施工者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用掲示板を通じて広く公告される。

b. 事前資格審査および事後資格審査の資格審査の評価が実施される

c. 事業体による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

d. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

(3) (1)項で述べる一般競争入札の方法は、以下の事項から成る。

a. 招請

b. 入札参加のための登録

c. 入札説明書

d. 入札書の提出

e. 入札の評価

f. 管理的および技術的条件を充足した入札で評価された最低価格並びに入札書類に対する所感に基づく落札候補者の決定

g. 落札候補者の公表

h. 異議申し立て期間、および

i. 落札者の決定

第10条

(1) 第(3)条で述べる限定競争入札による建設施工者の選定は、以下の規定による業務(工事)に対して効力を有する。

a. 高い危険性を有する、および/あるいは

b. 高度技術を有する

(2) (1)項で述べる建設施工者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用掲示板を通じて広く公告される。

b. 受付のサービス提供者の数が限定される

c. 事前資格審査過程を経る

d. 事業体による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

e. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

(3) (1)項で述べる限定競争入札の方法は、以下の事項から成る。

a. 事前資格審査の告示

b. 事前資格審査書類の記載登録

c. 事前資格審査の評価

d. 事前資格審査の結果に基づく招請

e. 入札説明書

f. 入札書の提出

g. 入札の評価

h. 管理的および技術的条件を充足した入札で評価された最低価格並びに入札書類に対する所感に基づく落札候補者の決定

i. 落札候補者の公表

j. 異議申し立て期間

k. 落札者の決定

第11条

(1) 第(3)条で述べる直接選定方法による建設施工者の選定は、以下の特定の状況に対して効力を有する、即ち

      a. 社会の治安と安全のための緊急処置で、実施が延期不可能で、かつ早急に実施しなければならない業務(工事)

　　　  b. 最新技術によってのみ実施できる事業(工事)で、その技術を活用できる唯一のサービス提供者（請負人）による業務(工事)の規定により、会社数が非常に限定されるサービス提供者（請負人）のみが施工できる複雑な業務(工事)

      c. 大統領が定める国家の治安と安全に係る機密性のある業務(工事)、および/あるいは

      d. 以下の規定による小規模な業務（工事）


  1． 公共事業関連用

  2.  危険性の少ないもの


  3.  単純な技術を使用するもの、および/あるいは

4.  個人事業者および小規模な事業体のサービス提供者（請負人）により実施されるもの

(2) (1)項で述べる建設施工者の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも3者の入札者が招請される

b. 入札書類の提出および開札は同時にする必要はない。

c. 事業体による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

d. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

(3) (1)項で述べる建設施工者の選定方法は、以下の事項から成る。

a. 招請

b. 入札説明書

c. 入札書の提出

d. 入札の評価

e. 等級（ランク）が決定された後に交渉を行うことができる

f. 落札者の決定

第12条

(1) 第(3)条で述べる建設施工者の直接指名は、以下の事項に対して効力を有する。

a. 特定の状況、即ち

　　　　1)  社会の治安と安全のための緊急処置で、実施が延期不可能で、かつ早急に実施しなければならない業務(工事)

      2)   最新技術によってのみ実施できる事業(工事)で、その技術を活用できる唯一のサービス提供者（請負人）による業務(工事)の規定により、会社数が非常に限定されるサービス提供者（請負人）のみが施工できる複雑な業務(工事)

      3)  大統領が定める国家の治安と安全に係る機密性のある業務(工事)

      4)  以下の規定による小規模な業務（工事）

　　　　a. 自己の必要性のため

　　　　b. 危険性の少ないもの

    　c. 単純な技術を使用するもの、および/あるいは

     d. 個人事業者および小規模な事業体のサービス提供者（請負人）により実施されるもの、および/あるいは

5) 建築物の失敗に対する責任の性質で、以前に施工された業務（工事）が技術的に完了されていない建築物の継続業務（工事）

     b. 特許権保有者あるいはライセンス取得者者のみにより実施される業務（工事）

(2) (1)項で述べる建設施工者の直接指名は、以下の条件により実施される。

a. 事業体あるいは個人事業者の形態による参加者は、機関に登録済みでなければならない。

b. 事業体あるいは個人事業者に雇用されている専門職および技能熟練者は、機関が発行する証明書を所有していなければならない。

c. 当該サービス提供者（請負人）は特許権保有者あるいはその他のライセンスを取得済みの者であること。

(3) (1)項で述べる建設施工者の直接指名方法は、以下の事項から成る。

a. 招請

b. 入札説明書

c. 入札書の提出

d. 交渉、および

e. サービス提供者の決定

第13条

(1) 統合サービス提供者（請負人）の選定は、限定競争入札の方法による建設施工者選定方法に従って行われる。

(2) 統合的な建設サービス業務により実施可能な工事は、以下の業務（工事）である。

a. 工事が複雑なこと

b. 高度技術を必要とすること

c. 高い危険性があること

d. 費用が高額であること

(3) 統合的なサービス提供者（請負人）の選定は、以下の条件により実施される。

a. 少なくとも1社の印刷メディアの報道機関および公用掲示板を通じて広く公告される。

b. サービス提供者（請負人）の数が限定される、および

c. 事前資格審査過程を経る

(4) （1）項で述べる選定方法は、以下の事項から成る。

a. 事前資格審査の告示

b. 事前資格審査書類の記載登録

c. 事前資格審査の評価

d. 事前資格審査の結果に基づく招請

e. 入札説明書

f. 入札書の提出

g. 入札の評価

h. 管理的および技術的条件を充足した入札で評価された最低価格並びに入札書類に対する所感に基づく落札候補者の決定

i. 落札候補者の公表

j. 異議申し立て期間

k. 落札者の決定

(5) （2）項で述べる判断基準および（3）で述べる条件、並びに統合的に行われる業務（工事）に関するより詳細なる規定については、大臣が決定する。

第14条
（1） 機関は、建設サービス提供者（請負人）選定の実施にあたりサービス使用者（発注者）のための参考資料としてサービス提供者（請負人）選定のための書類見本を策定し、発行する。

（2） 一般競争入札方法および評価方法に関する指針は、機関が決定する。

（3） 費用が中央政府予算および地方政府予算を対象とする国家予算で、あるいは外国援助資金で賄われる建設業務（工事）実施のためのサービス提供者（請負人）の選定実施要領は、常に本政令の規定に基づく大統領決定書により決定される。

第4部

サービス使用者（発注者）の義務および権利

第15条

サービス提供者（請負人）選定においてサービス使用者（発注者）は、以下の義務を有する。

a. 一般競争入札あるいは制限競争入札方法によって入札される業務（工事）ごとに報道機関および掲示板を通じて広く公告する

b. 以下の事項を掲載し、完全で、明確な、また正しく、並びに理解できる方法で一般競争入札、制限競争入札、および直接選定書類を発行する、

1) 入札のための要領

2) 手続き、条件、および権限を含む競争入札および/あるいは選定方法

3) 一般条件および特殊条件を含む契約条件

4) 評価規定

c. 入札を提出するための事前資格審査を合格したすべてのサービス提供者（請負人）を招請する。

d. 以下の事項を掲載し、完全で、明確な、また正しく、並びに理解できる方法で直接指名書類を発行する。

1) 手続き、条件、および権限を含む競争入札および/あるいは選定方法

2) 一般条件および特殊条件を含む契約条件

e. 必要な場合には現場視察を行うことを含めた業務（工事）に関する説明をする。

f. サービス提供者（請負人）の異議申し立てに対する所感を述べる。

g. 入札書類に規定される期日内でサービス提供者（請負人）を決定する。

h. 不合格のサービス提供者（請負人）に対する入札補償金の返済を行い、また合格のサービス提供者（請負人）に対しては入札書類に定められる規定に従う。

i. 支払能力の証拠を提示する。

j. 入札書類に規定されている期日内に建設工事契約を締結する。

k. サービス使用者がサービス提供者（請負人）の選定を取り消す場合は、入札準備のためにサービス提供者（請負人）が支出した費用を賠償する、また

l. 建設業務（工事）で発生し得る状況や危険を含む業務（工事）の危険に関する説明を行うと共に、必要な場合には現場視察を行う。

第16条

サービス提供者（請負人）選定においてサービス使用者（発注者）は、以下の事項の権利を有する。

a. サービス提供者（請負人）から一般競争入札および制限競争入札書類の複写費用を徴収すること。

b. サービス提供者（請負人）が入札規定を満たさない場合は、入札保証金を清算し、さらにその資金を所有すること、および

c. すべての入札で効果的な競争結果がえられない、あるいはすべての入札で競争入札書類に対する所感が十分でないと判断される場合は、すべての入札を拒否すること。

第5部

サービス提供者（請負人）の義務および権利

第17条

サービス提供者（請負人）選定においてサービス提供者（請負人）は、以下の事項の義務を有する。

a. 工事計画および方法、費用提案計画、熟練技術者および専門職、安全衛生計画および規則、および機材を掲載する入札書類を作成すること。

b. 入札保証金を託すること。

c. 入札書類に規定されている期日内に建設業務（工事）契約に署名すること。

第18条

サービス提供者（請負人）選定においてサービス提供者（請負人）は、以下の事項の権利を有する。

a. 業務（工事）の説明を受けること。

b. 必要な場合は現場視察を行うこと。

c. 入札結果の発表に対する異議申し立てを提出すること。

d. 不合格のサービス提供者（請負人）に対しては入札保証金を回収すること。

e. 入札書類規定に基づかない役務選定の解除が発生した場合は、損害賠償を受け取る。

第6部

サービス提供者（請負人）の決定

第19条

(1) サービス使用者（発注者）あるいは権限を与えられた代理者は、サービス提供者（請負人）選定における落札者としてサービス提供者（請負人）を書面にて決定する。

(2) 建設設計者および建設監理者の決定は、品質および/あるいは品質と価格の双方、および/あるいは固定価格による品質および/あるいは最低価格の選定に基づく。

(3) 建設施工者の決定は、条件を充足した入札で評価された最低価格並びに入札書類に対する所感に基づく。

(4) 直接指名におけるサービス提供者（請負人）の決定は、サービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）との交渉結果に基づく。

第III章

建設業務契約

第20条

(1) 建設業務契約は、基本的には設計業務のための建設業務契約、施工業務のための建設業務契約、および監理業務のための建設業務契約から成る建設業務（工事）の段階に応じて個別に作成される。

(2) 統合業務（工事）に関しては、（1）項で述べる建設業務契約は、ひとつの建設業務契約に記述することができる。

(3) （1）項で述べる建設業務契約は、以下の事項に基づき区別される。

a. 請負契約の形態は、以下の事項から成る。

1) 一括定額請負契約

2) 単一価格契約

3) 追加費用役務請負契約

4) 一括定額請負契約と単一価格契約の合同契約

5) アライアンス契約

b. 建設業務（工事）施工期間は、以下の事項から成る。

1) 単年、または

2) 複数年

c. 業務（工事）成果の支払方法

1) 業務（工事）の進捗に応じる

2) 定期的

第21条

(1) 第20条（3）項a号1で述べる一括定額請負契約の形態による建設業務契約とは、固定した不変の総額で、また図面および仕様が変更しない限り業務（工事）完了過程に起き得るすべてのリスクをサービス提供者（請負人）が全面的に負担する方式で、一定期間内に工事全体を完成させるための業務（サービス）契約を云う。
(2) 第20条（3）項a号2で述べる単一価格請負形態による建設業務契約とは、特定の技術仕様による工事の各単位/要素ごとに固定した不変の単一価格で、また業務（工事）のボリューム（量）がサービス提供者（請負人）によって実際に履行された業務（工事）実績量に対する共同計量結果評価に基づく方式で、一定期間内に工事全体を完成させるための業務（サービス）契約を云う。
(3) 第20条（3）項a号3で述べる追加費用役務請負契約の形態による建設業務契約とは、業務（工事）の種類およびその業務（工事）のボリューム（量）が確定せず、片や支払いが建設資材(材料)の購入、機材の賃貸、作業員の賃金などを含む費用の出費に基づき行われ、かつ双方が合意する業務（サービス）のインセンティブ（請負報酬）が追加される方式で、一定期間内に工事全体を完成させるための業務（サービス）契約を云う。
(4) 第20条（3）項a号4で述べる一括定額請負契約と単一価格契約の合同契約の形態による建設業務契約とは、一括定額請負契約および/あるいは単一価格契約の合同契約および/あるいは建設工事契約の当事者の合意に関する限り責任保証される１つの業務（工事）において業務（サービス）インセンティブ(請負報酬)の追加契約を云う。
(5) 第20条（3）項a号4で述べるアライアンス契約の形態による建設業務契約とは、参考契約価格が業務（工事）の範囲およびボリューム（量）が不明あるいはその詳細が確定せず決定され、片や支払いが節約あるいは実際の費用と参考契約価格の差から生じる超過費用に対する共同合意される特定の分割により業務（サービス））インセンティブ（請負報酬）が追加される方法で行われる業務（サービス）の調達契約を云う。
第22条

第20条（1）項で述べる建設業務契約は、少なくとも以下を包括する事項を掲載する書類を作成しなければならない。

a. サービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）が締結する契約書に記載される事項、たとえば

1) 当事者の説明

2) 考慮すべき事項

3) 業務範囲

4) 契約金額、施工期間などの基本的事項、および

5) 拘束する諸書類の目録並びに正当性の順位

b. 入札書類、即ち業務の範囲およびその条件（一般的、特別な、技術的および管理的、契約条件）に関する内容の業務履行のための提案および申入れを作成する上でサービス提供者（請負人）にとって基底となるサービス使用者（発注者）が作成する書類

c. 提案あるいは申入れ、即ち作業方式、応募価格、日程表、および人的資源に関する内容を持つ入札書類

d. 不安を生じる事項に対する説明などのサービス使用者（発注者）の提案あるいは申入れの評価過程の間におけるサービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）との間に発生する合意内容に関する公式報告書

e. サービス提供者（請負人）の提案または申入れの受領あるいは同意を定めるサービス使用者（発注者）の報告書

f. 業務（工事）の施工能力を明らかにするサービス提供者（請負人）の報告書

第23条

(1) 第20条（1）項で述べる建設業務契約は、少なくとも以下の事項に関する説明を掲載しなければならない。

a. 当事者の対象となる事項

1)  事業体あるいは個人事業者の証書

２)　事業体証書の権限に基づく事業体、あるいは個人事業者のための専門職証明書および技能証明書の代理/代表者の名前

3)  事業体あるいは個人事業者の所在地および住所

b. 業務（工事）方式の対象となる事項

1)  責任保証される業務（工事）の重要事項

2)  履行が義務付けられる業務（工事）のボリューム(量)と金額

3)  工事金額および複数年の建設業務契約に対する価格変動による業務（工事）金額の調整に関する規定

4)  業務（工事）成果品の評価と支払方法、および

5)  施工期間

c. 建設業務契約の責任の対象となる事項

1)  前払い金、業務（工事）施工、業務(工事)の成果、労働力、第三者の要求および建設の失敗に関連するサービス提供者（請負人）の義務となる責任の種類


2)  1) 号で述べる責任の記載事項



a)  保証金額

 

b)  責任の期間



c)  清算手続き、および



d)  各当事者の権利と義務、および

　　　　　　2)  建設業務契約に基づく義務を満たさないサービス提供者（請負人）の件に関して、サービス使用者（発注者）はサービス提供者（請負人）の義務充足の損害保証としてサービス提供者（請負人）の保証金を清算し、それ以降利用することができる。

d. 専門職の対象となる事項

1)  専門職の区分と資格の条件

2)  雇用される専門職の採用および/あるいは解雇の手続き、および

3)  業務（工事）の種類に基づく専門職の人数

　　　　e. 建設業務契約における当事者の権利と義務の対象となる事項

1） サービス使用者（発注者）の権利と義務、および

2） サービス提供者（請負人）の権利と義務

     f. 支払方法の対象となる事項

        1)   物的数量/金額

        2)   業務（工事）成果品の支払方法

3） 支払い期間

4） 支払い遅延の罰金、および

5） 支払保証

     g. 契約違反に関する規定の対象となる事項

　　　　　　1)  契約違反の形態

a) サービス提供者（請負人）の対象となる事項

　・　業務（工事）を完了させない

　・ 品質を満たさない

　・　数量を満たさない、および

　・　業務(工事)成果品の引渡しをしない

b) サービス使用者の対象となる事項

　・　支払いの遅延

　・　支払いを行わない、および

　・　業務（工事）施工施設引渡しの遅滞

2) サービス提供者（請負人）あるいはサービス使用者（発注者）によって行われる契約違反が発生する場合は、損害を受けた当事者は責任保証されたものと合致しない費用の補償、賠償および/あるいは期間の延長、工事成果品の修繕あるいは再工事、あるいは損害賠償の付与を取得する権利を有する。

　　　h.  紛争解決に関する記載事項

        1)   紛争処理の代替案、あるいは仲裁を経由する示談、および

        2)   現行の民事法に基づき裁判を経由する処理

j. 建設業務契約解除に関する規定の記載事項

1)   当事者の合意による解除あるいは一方的な解除を対象とする解除形態、および

2)   建設業務契約解除の結果としてのサービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）との権利と義務

k. 不可抗力を対象とする合意事項

1)   特別なリスク

2)   その他の不可抗力、および

３)　　不可抗力におけるサービス使用者（発注者）およびサービス提供者（請負人）の権利と義務

l. 建設の失敗における当事者の義務

1)   建設の失敗の担保保証期間、および

２)　　建設の失敗に対する担保保証の形態

m. 作業者保護の記載事項

１)　　現行の法規規定の充足に対する義務、および

２)　　作業者の保護に関する責任形態

n. 環境面の記載事項

１)　　現行の法律規定の充足に対する義務、および

２)　　環境と人間に対する妨害に関する責任形態

(2) 建設業務契約は、以下の事項を対象とする知的財産権に関する規定を掲載しなければならない。

a. 合意に基づく設計成果品の所有権、および

b. 著作権に関する法律および特許権に関する法律に基づく著作権保有者が保有する設計成果品に対する著作権、および特許権保有者が保有する特許権に対する義務の充足

(3) 建設業務契約は、請負報酬の付与、および報酬形態の条件を含む奨励金に関する規定を掲載することができる。

(4) 建設業務契約は、以下の事項に関するサブ・コントラクター（下請け業者）および/あるいは資材供給者および/あるいは建築部品および/あるいは機材に関する規定を掲載することができる。

a. 建設資材および/あるいは建設部品および/あるいは機材のサブ・コントラクター（下請け業者）/供給者のためのサービス提供者（請負人）による提案およびサービス使用者（発注者）による許可の付与

b. 建設業務契約の規定充足に対するサブ・コントラクター（下請け業者）/供給者の利用に関するサービス提供者（請負人）の責任

c. 以下の場合におけるサービス使用者（発注者）の介入の権利

1) サービス提供者（下請負人）からにサブ・コントラクター（下請け業者）に対する支払いの延滞、および

２)　サブ・サービス提供者（下請負人）が建設業務契約の規定を満たさない

(5) 二つの言語を使用する建設業務契約書においては、１つの言語のみが法的な拘束力を有する旨を明記しなければならない。

(6) 建設業務契約は、インドネシアで効力を有する法律に従うこととする。

第IV章

建設業務（工事）の運営

第1部

通則

第24条

建設業務（工事）の運営は、設計段階から始まり、その後施工段階並びに監理段階が含まれ、各段階は準備、作業、および完了活動を経て実施されなければならない。

第2部

設計段階
第25条
建設業務（工事）の設計段階の範囲は、実現可能性の事前調査、実現可能性調査、一般設計、および技術的設計を包括する。

第26条

（1）　危険性の高い業務（工事）による建設業務（工事）の設計においては、実現可能性の事前調査、実現可能性調査、一般設計、および技術的設計が行われなければならない。

（2）　危険度が中程度の業務（工事）による建設業務（工事）の設計においては、実現可能性調査、一般設計、および技術的設計が行われなければならない。

(3)  危険度が低い業務（工事）による建設業務（工事）の設計においては、技術的設計が行われなければならない

第27条

(1) 第26条で述べる建設業務設計は、設計段階の各活動に応じた現場、書類、施設、および装備、並びに建設労働力の準備が伴っていなければならない。

(2) サービス提供者（請負人）は、工事段階の成果、初回の引渡成果品および最終的な引渡成果品を含む設計業務（工事）の結果を正確な費用を、正確な品質で、かつ予定通りの期日に引き渡さなければならない。

(3) サービス使用者（発注者）は、サービス提供者（請負人）の業務（工事）結果の引渡しに対する支払いを正確な合計金額で予定通りの期日に実施しなければならない。

第3部

履行並びにその監理段階

第28条
（1） 建設業務（工事）の施工並びに監理段階の範囲は、業務(工事)の最終成果品の物的な履行、監理、実験・テスト、および引渡しを包括する。

（2） 建設業務（工事）の履行並びに監理は、第26条で述べる技術設計の成果品に基づき実施される。

（3） （1）項および（2）項で述べる履行および監理は、準備、作業、および完了活動を経て実施される。

第29条

(1) 第28条で述べる建設業務（工事）の履行並びに監理は、履行および監理段階の各活動に応じた建設現場、書類、施設、装備、および労働力並びに材料/部品の準備が伴っていなければならない。

(2) サービス提供者（請負人）は、工事段階の成果、最初の引渡しの成果および最終引渡しの成果を含む施工および監理業務の結果を正確な費用、正確な品質、および予定通りの方法で引き渡さなければならない。

(3) サービス使用者（発注者）は、業務(工事)の履行並びに監理の結果の引渡しに対する支払いを正確な合計金額で予定通りの期日に実施しなければならない。

(4) 特定の業務（工事）に対しては、実験・テストが現行の法規に基づき権限を有する政府機関によって実施されるか、あるいは認定されなければならない。

第4部

技術性、労働問題および環境システムの基準

第30条

(1) 建設業務（工事）の運営秩序の実現を確約するため、建設業務（工事）の運営者は、以下の事項に関する規定を満たす義務を有する。

a. 現行の基準あるいは規範に基づく公共の安全、建築物の建設、工事成果品の品質、建築材料および/あるいは部品の品質、および機材の品質の条件を含む技術性

b. 現行の法規に基づく建設作業場所の安心性、安全性および衛生

c. 現行の法規に基づく建設工事履行における労働者に対する社会保護

d. 現行の法規に基づく地域社会の環境および生活環境の管理システム

(2) （1）項a号で述べる技術性の規定は、当該専門の大臣が定める。

(3) 建設活動場所における労働安全・衛生に関する指導・育成および管理規定の詳細は、関連の大臣並びに専門の大臣が定める。

第5部

建設業務（工事）の失敗

第31条

建設業務（工事）の失敗とは、サービス使用者（発注者）あるいはサービス提供者（請負人）の過失が起因による建設業務契約において合意した業務（工事）仕様の一部もしくは全体と合致しない建設工事結果の状態を云う。

第32条
（1）　建設設計者は、サービス使用者（発注者）、建設施工者および建設監理者の過失が起因による第３１条で述べる建設業務（工事）の失敗の賠償あるいは修繕義務を免れる。

（2）　建設施工者は、サービス使用者（発注者）、建設設計者および建設監理者の過失が起因による第３１条で述べる建設業務（工事）の失敗の賠償あるいは修繕義務を免れる。

（3）　建設監理者は、サービス使用者（発注者）、建設設計者および建設施工者の過失が起因による第３１条で述べる建設業務（工事）の失敗の賠償あるいは修繕義務を免れる。

（4） サービス提供者（請負人）は、サービス提供者（請負人）の過失が起因による第３１条で述べる建設業務（工事）の失敗の賠償あるいは修繕を自費で行わなければならない。

第33条

政府は、建設業務（工事）が公共の安全に対して損害および/あるいは障害を生じさせる場合は、特定の措置を講じるための権限を有する。

第V章

建造物の失敗

第1部

通則

第34条

建造物の失敗とは、建設業務（工事）の最終引渡しの後、サービス提供者（請負人）および/あるいはサービス使用者（発注者）の過失が起因による技術面、有用性、労働安全・衛生面、および/あるいは公共の安全面において建造物の一部および全体が不機能な状態を云う。

第2部

責任の期間

第35条

(1) 建造物の失敗に対する責任の期間は、建設工事の最終的な引渡しから最高１０年経過後の設計された建造物の寿命に基づき決定される。

(2) 設計された建造物の寿命の決定は、設計書類にはっきりと明確に明記され、並びに建設業務契約において合意されなければならない。

(3) 建造物の失敗に対する責任の期間は、建設業務契約に明確に示されなければならない。

第3部

建造物の失敗の評価

第36条

(1) 建造物の失敗は、建造物の失敗の発生に関する報告を受理した後、遅くとも1ヶ月以内に設置される独立した評価の提示能力を有し、かつその部門における力量のある1名以上の専門職である専門監査官によって決定される。

(2) （1）項で述べる専門監査官は、サービス提供者（請負人）とサービス使用者（発注者）に共同選出され、合意される。

(3) 政府は、建造物の失敗において当事者が設置し、合意する専門監査官の指名、評価過程および作業成果品に関する意見提示を含む公共の安全に損害、あるいは障害を生じさせるような場合には特定の措置を講じる権限を有する。

第37条

第36条（1）項で述べる専門監査官は、機関に登録済みの専門家資格証明書を所有していなければならない。

第38条

(1)  専門監査官は、以下の事項に対する責務を実行する。

　　　　a. 建造物の失敗の発生原因を定める。

　　　　ｂ. 建造物の一部あるいは全体の不機能箇所を定める。

     c. 建造物の失敗に対して責任を有する当事者並びに失敗の等級（ランク）および性質を定める。

     d. 損害の規模、並びに失敗を行った当事者あるいは当事者らが支払わなければならない損害賠償規模の提案を定める。

　　　　e. 損害支払い期間を定める。

(2)  専門監査官は、任務実施後遅くとも3ヶ月以内にその監査結果をその任務を指名した当事者に報告し、かつ機関および建築許可を発行した政府機関に提出する義務を有する。

第39条

　専門監査官は、以下の事項に対する権限を有する。

a. 必要とする説明を得るため、関連する関係者に連絡する。

b. 必要なデータ（資料）を取得する。

c. 必要な実験(試験)を行う。

d. 建築物の失敗の発生場所の区域に入る。

第4部

サービス提供者（請負人）の義務および責任

第40条

(1) 責任の期間決定の基礎として建設設計者は、設計書類および入札書類の中で十分な説明と共に、設計される建造物の寿命について詳細かつ明確に示さなければならない。

(2) 建設設計者の過失が起因による建造物の失敗が発生した場合には、建設設計者は未変更の設計成果品に対してのみ損害賠償の責任を有する。

(3) 建設施工者の過失が原因による建造物の失敗が発生した場合には、制裁および損害賠償の形態による責任は建設業務契約締結の建設履行の個人事業者および/あるいは事業体に課せられることがある。

(4) 建設監理者の過失が原因による建造物の失敗が発生した場合には、制裁および損害賠償の形態による責任は建設業務契約を締結する建設監理の個人事業者および/あるいは事業体に課せられることがある。

第41条

(1) 建設サービス提供者（請負人）は、建造物の失敗が発生した場合の立証手段として使用できる建設実施書類の保管および維持をしなければならない。

(2) 建設施工書類の保管維持の期間は、建設業務（工事）の成果の最終引渡しが行われた後、最長10年間の責任期間に基づくこととする。

第42条

営業停止および/あるいは行政制裁の形態による責任を建設業務契約締結の個人事業者および/あるいは事業体に課すことができる。

第43条

建築物の失敗に関与が明白となる個人事業者および/あるいは事業体の形態によるサブ・コントラクターは、主要なサービス提供者（元請負人）に対して責任を負う。　　　　　　　　　

第44条

(1) 建設業務（工事）成果品に対する他の物理的な形態としての設計書類が直ちに履行されない場合における当該建設業務成果品の他の形態の失敗という意味は、上記の設計書類が設計の過失が起因による建造物の失敗の発生原因となる建設業務（工事）の参考資料として使用される場合の状態を云う。

(2) （1）項で述べるような事項が発生した場合に、建設設計者の責任は、その設計書類が直ちに履行されない場合において、上記の設計書類の提出から起算して最高10年をもって設計される建造物の寿命を限度とすることに変わりはないこととする。

第5部

サービス使用者（発注者）の義務および責任

第45条

（1） サービス使用者（発注者）は、建造物の失敗の発生およびその対応措置を大臣あるいは権限を有する政府機関および機関に対して報告する義務を有する。

（2） サービス使用者（発注者）は、サービス使用者（発注者）の過失が原因となる建造物の失敗に対して責任を負う。

第6部

建造物の失敗に関する損害賠償

第46条

（1） 建造物の失敗に関する事項の損害賠償の履行は、以下の規定による第三者の保証金（担保）あるいは保険の手段で実施できる。

a. 保証の条件および期間並びに金額は、合意に基づき決定される。

b. 各当事者が支払う保険料、およびサービス提供者（請負人）の負担となる保険料費用は、建設事業（工事）費用の一部となる。

（2） サービス使用者（発注者）が（1）項ｂ号で述べる保険料費用を認めない場合には、建造物の失敗のリスクはサービス使用者（発注者）の責任となる。

（3）　当該責任/保険に関するより詳細の規定は、保険部門で権限を有する政府機関が定める。

第47条

第38条（1）項で述べる専門監査官による損害規模の決定は、法的効力および拘束力を有する。

第48条

（1）　専門監査官の費用は、過失を行なった当事者あるいは当事者らの負担となる。

(2)　　専門監査官が任務を行う間は、サービス使用者（発注者）が事前支出を負担する。

第VI章

紛争の解決

第49条
(1) 建設事業（サービス）における示談による紛争の処理は、以下の方法で行うことができる。

　　　a. 第三者を経由する場合

　　　　　　1) 仲裁（当事者らあるいは裁定機関および代替的紛争解決機関が指名する）

　　　　　　2) 調停、あるいは

　　　b. 裁定あるいは個別仲裁機関を経由する裁定

(2)　(1)項a号で述べる仲裁あるいは調停による紛争処理のため、専門監査官による必要に応じた専門職としての判断の提示による支援を受けることができる。

第50条
(1)　第49条(1)項a号1)で述べる仲裁による紛争の解決は、一人の仲裁人の協力て実施される。

(2)　(1)項で述べる仲裁人は、紛争当事者の合意に基づき指名される。

(3)　上記の仲裁人は、機関が規定する専門職証明書を所有していなければならない。

(4)　必要な場合には、仲裁人は専門監査官の協力を求めることができる。

(5) 仲裁人は、紛争当事者の会合の手配および合意の達成のためのみの指導を行う世話役として行為する。

(6) (5)項の上記規定は、書面による合意に記述される。

第51条

(1)　第49条(1)項a号2)で述べる調停による紛争の解決は、一人の調停人の協力で実施する。

(2)　(1)で述べる調停人は、紛争当事者の合意に基づき指名される。

(3) 上記の調停人は、機関が規定する専門職証明書を所有していなければならない。

(4) 調停人は、当事者に対して提示される解決手段を作成、策定する。

(5) 上記の打開策を当事者が合意する場合は、調停人が作成する解決策が問題処理の打開策となる。

(6) (5)項で述べる問題処理の打開策は、書面による合意に記述される。

第52条

両者が署名する第49条(1)項a号1)および2)、第50条、および第51条で述べる紛争解決のための選択肢による紛争解決に関する書面合意は、善意に基づく和解としての法的効力を有すると共に、当事者を拘束する。

第53条
(1) 第49条(1)項b号で述べる裁定による紛争の解決は、現行の法規に基づく裁定を通じて実施される。

(2)　裁定の決定は、法的効力を有すると共に、拘束する。

第54条
仲裁、調停、および裁定を経由する紛争の処理方法は、紛争解決の代替案による紛争処理を定める法規の規定に基づき実施される。

第VII章

共謀の禁止

第55条

(1)　サービス使用者（発注者）およびサービス提供者（請負人）あるいはサービス提供者（請負人）間は、一般競争入札あるいは制限競争入札において落札者の申し合わせ、および/あるいは決定をする共謀を行ない、その結果と不健全な事業競争の発生をもたらしてはならない。

（2）　サービス使用者（発注者）およびサービス提供者（請負人）は、価格の引き上げのための共謀を行い、その結果社会、および/あるいは国家財政に損害をもたらしてはならない。

(3) 建設施工者および/あるいは下請建設施工者、および/あるいは建設監理者および/あるいは下請監理者は、サービス使用者（発注者）、および/あるいは社会に損害を与える建設業務契約と合致しない業務（工事）の申し合わせ、および決定をする共謀を行なってはならない。

(4) 建設施工者および/あるいは下請け建設施工者、および/あるいは建設監理者および/あるいは下請け建設監理者および/あるいは資材供給者は、サービス使用者（発注者）、および/あるいは社会に損害を与える建設業務契約と合致しない建設資材および/あるいは部品および/あるいは機材の供給の申し合わせおよび決定する共謀を行なってはならない。

(5) (1)項、(2)項、(3)項、および(4)項で述べる共謀を行うサービス使用者（発注者）および/あるいはサービス提供者（請負人）および/あるいは供給者は、現行の法規に応じた制裁が課せられる。

第VIII章

行政制裁

第56条

（1） 本政令に対する違反は、機関に対して、政府が決定する書面による警告書の行政制裁が課せられる。

（2） 本政令に対する違反は、サービス提供者（請負人）に対して、以下のような政府が決定する行政処分が課せられる。

a. 書面による警告書

b. 建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止処分

c. 事業許可の凍結

d. 事業許可の取消

e. 建設工事施工許可の凍結

f. 建設工事施工許可の取消

g. 建設工事成果品利用の一時禁止、あるいは

h. 業務（工事）実施の禁止

(3) 本政令に対する違反は、サービス使用者（発注者）に対して、以下のような政府が決定する行政処分が課せられる。

    a.  書面による警告書

    b.  建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止処分

c. 建設工事施工許可の凍結

d. 建設工事施工許可の取消、あるいは

e. 建設工事成果品利用の一時禁止

(4) 本政令に対する違反は、サービス提供者（請負人）および組織に対して、以下のような機関が決定する行政制裁が課せられる。

a. 書面による警告書、あるいは

b. 事業部門および/あるいは営業の制限

(5) 本政令に対する違反は、組織会員に対して、組織が決定する以下のような行政制裁が課せられる。

a.書面による警告書、あるいは

b.証明書の凍結

第57条
(1)　　 サービス使用者（発注者）が第4条(2)項a号および(3)項、第6条(2)項a号および(3)項、第7条（2）項aおよび（3）項、第9条(2)項a号および(3)項、第10条(2)項a号および(3)項、第11条(2)項a号、第13条(3)項a号および(4)項、第15条a号、b号、d号およびe号、第19条（2）項および（3）項、第21条（1）項および（2）項で述べる義務を履行しない場合は、書面による警告書の行政制裁が課せられる。

(2)  第15条c号、f号、g号、h号、i号、j号およびk号で規定する義務を履行しない、並びに

建設業務(工事)施工において、サービス使用者（発注者）が第26条を満たさない場合は、書面による警告書あるいは建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止の行政制裁が課せられる。

(3)  （2）項で述べる書面による警告書および/あるいは一部あるいは全体の工事施工の一時停止処分後の6ヶ月に建設工事施工のサービス使用者（発注者）が第26条の条件を満たさない場合、当該サービス使用者（発注者）は、建設工事施工許可の凍結あるいは取消の行政制裁が課せられる。

(4)　　建設業務(工事)施工において、サービス使用者（発注者）が第26条の規定を履行せず公共の安全、財産の損害/妨害および/あるいは環境破壊の結果を生じさせる場合、建設工事施工許可の凍結あるいは取消の行政制裁が課せられる。

第58条
(1)　　第26条で述べる設計規定を満たさない建設設計者は、以下の事項による制裁が課せられる。

　　　　a.  書面による警告書および/あるいは業務（工事）一時停止処分

　　　　b.  書面による警告書および/あるいは一部あるいは全体の工事施工の一時停止処分後の遅くとも6ヶ月に建設工事施工のサービス設計者が設計条件を満たさない場合は、事業部門の凍結および/あるいは営業停止処分

　　　　c.  建設工事施工において公共の安全、財産および/あるいは人命および/あるいは環境に損害/破壊の結果を生じさせる場合は、事業許可および/あるいは営業許可の凍結あるいは取消

(2) 以下の場合における建設施工者は、

　　　 a. 建設施工における第26条（1）項および（2）項で述べる設計規定を満たさない設計を使用する場合は、書面による警告書および/あるいは建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止の行政制裁が課せられる。

     b. 書面による警告書および/あるいは一時停止処分後の遅くとも6ヶ月に上記設計条件a号を満たさない場合は、事業部門の制限および/あるいは事業許可および/あるいは営業許可の凍結の行政制裁が課せられる。

    　 c. 業務の履行が上記設計条件を満たさない設計が原因で人命、財産の損害および/あるいは建造物の安全の妨害および/あるいは環境の破壊を生じさせる場合は、                       事業許可および/あるいは営業許可の凍結あるいは取消の行政制裁が課せられる。

     d. 工事施工において第26条(3)項で述べる規定を満たさない設計を使用した場合は、書面による警告書および/あるいは建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止の行政制裁が課せられる。

(3)　　以下の場合における建設監理者は、

     a. 工事監理の履行のおいて、第26条に述べる規定を満たさない設計を使用する場合は、                         書面による警告書および/あるいは建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止の行政制裁が課せられる。

     b. 書面による警告書および/あるいは一時停止処分後の遅くとも6ヶ月に上記設計規定a号を満たさない場合は、事業部門の制限および/あるいは事業許可および/あるいは営業許可の凍結の行政制裁が課せられる。

(4) 　第41条(1)項および(2)項で述べる義務を履行しないサービス提供者（請負人）は、書面による警告および/あるいは業務部門および/あるいは営業許可の制限の行政制裁が課せられる。

第59条

第27条(3)項、第29条(3)項で述べる規定に違反するサービス使用者（発注者）および第27条(2)項および第29条(2)項で述べる規定に違反するサービス提供者（請負人）は、以下の行政制裁が課せられる。

a. 書面による警告書

b. 建設業務（工事）の一時的あるいは全体の停止処分

c. 事業および営業許可の制限

d. 事業および営業許可の凍結

e. 事業および営業許可の取消

f. 建設工事施工許可の凍結

g. 建設工事施工許可の取消、および/あるいは

h. 建設工事成果品利用の一時禁止

第60条

第55条で述べる規定に違反するサービス使用者（発注者）およびサービス提供者（請負人）あるいはサービス提供者（請負人）間および/あるいは下請負人は、書面による警告書および/あるいは建設業務（工事）の一部あるいは全体の一時停止あるいは事業または営業活動の制限の行政制裁が課せられる。

第61条

第57条(2)項、(3)項、および(4)項、第58条、第59条および第60条で述べる行政制裁は、行なわれる違反の程度に応じて課せられる。

第62条

(1)　第58条、第59条および第60条で述べるサービス使用者（発注者）に対する行政制裁の実施方法および適用の詳細は、大臣が定める。

(2)　当局/政府機関、および/あるいは国家機関のサービス使用者（発注者）に対する行政制裁の実施方法および適用の詳細は、大臣が定める。

第IX章

移行期間規定

第63条

本政令の適用により、本政令と離反あるいは新規定に代えられていない限り、既存の建設事業（サービス）の運営に関する法規は引き続き有効とする。

第X章

結びの規定

第64条

本政令は、制定された日より発効するものとする。

本政令を各人が周知し得るよう、インドネシア共和国官報に掲載することを命令する。






ジャカルタにて、2000年5月30日に制定

インドネシア共和国大統領

　　　　　　

（署名）

アブドゥルラフマン　ワヒッド

ジャカルタにて、2000年5月30日に法制化する

インドネシア共和国内閣官房長

　　　　　　（署名）

　ボンダン　グナワン

　　　　インドネシア共和国官報2000年第64号

建設事業（サービス）の運営に関する

2000年インドネシア共和国政令第29号の解釈

一般説明

国家開発は、とりわけ建設事業の安定的な成長と発展の促進、国内の建設サービスの信頼性および競争力の向上への取組みを行うことによって達成が可能となり、その結果更なる能率的、かつ効果的な建設事業の運営の強化が求められている。国内の建設事業能力によって、内国産品およびサービス（役務）利用の段階的な拡大が実現される。故にそのことは国家の外貨収入の増加や使用節約への取組みを支援し、また事業分野や雇用機会の拡大を支えることができる。

国内の建設事業の発展における原動力は、事業能力のレベルアップ、建設事業の運営秩序の実現、並びに上記の二つの取組み実施における積極的で自立した社会全体の役割の増進である。事業能力の高度化は、事業の専門的技術および効率性の向上によって支援される。一方、建設事業の運営秩序の実現は、例えば関連する当事者の権利と義務の充足および地位の平等性の存在などを通じて達成可能となる。

本政令の基盤となる建設事業に関する1999年法律第18号の原則のひとつは、相互利益のための協力関係（パートナーシップ）の原則である。この原則によってサービス提供者（工事請負人）間の能率的で効果的な全体的親密性のある関係がさらに実現できる。このような協力関係は、同時に能率性、有効性並びに有益性のルール（原則）を遵守することによって更に大きなビジネス・チャンスの提供をもたらすことを意味する。

協力関係の原則の他に、非常に重要で基本的な他の原則は、国家、国民、社会全体の利益のための安全性と安心性の原則である。

この安全性と安心性については、優れた建造物を建設により建設事業（工事）の運営秩序の実現能力を有するプロの事業家を養成するための工事要件や専門的能力の要件について観察を行なう必要がある。この安全性と安心性の解釈については、特にサービス提供者（請負人）やサービス使用者（発注者）並びに社会全体の環境保護に対する意識強化の訴えや労働安全と保護の存在を義務付ける拘束条項においても解説している。

安全性と安心性は、国家開発の不可欠の一部となる建造物の利用における安全性と安心性の義務と責任の履行を要求する建造物の失敗に関する条項に述べる建設事業（工事）の運営後の段階に継続する。

建設事業（工事）活動における非能率性、独占行為、汚職・癒着・縁故主義の排除という枠組みの中で、建設事業（工事）活動における運営秩序の実現が期待できる規制条項に関する詳細な公開性の原則が策定され、建設事業の工事運営の参加、サービス提供者（請負人）間の健全な競争、権利と義務に関するサービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）との地位に関する平衡性、並びに法規に対する忠誠心に関する社会全体のための公平な機会や場に対する利用の可能性に特別の意味合いを持たせた。

建設事業（サービス）に関する1999年法律第18号に説示される目的を達成するため、即ちインドネシアで要員、技術および事業資本能力向上の形態による建設事業の運営に対する参加意思を表明する能力を有する国内企業は、誠実性および公平性、公正性、公開性、および協力関係（パートナーシップ）並びに価格、品質、日程並びに非関税障壁の発生の回避、並びに小規模企業に関する1995年法律第9号並びに独占行為及び不公正な事業競争の禁止に関する1999年インドネシア共和国法律第5号で規定する他の諸規定の原則を常に配慮することにより競争入札の過程において競争を行なうための機会が与えられる必要がある。

世界規模での競争に直面する中で、着手しなければならないことは国際市場関係者と同等の建設事業活動の専門的技術能力と競争力の実現である。建設事業界の観点から自立した秩序化と取組みを通じた実務能力、専門的知識と技能の強化が期待されている。一方、政府は実務能力、作業（工事）技能と専門知識を強化するための達成手段として政府プロジェクトの活性化や規則あるいは有効的利用の形での支援を提供している。これらの政府の措置は、批准された国際的、地域的な諸々の合意事項に沿ったものである。

遂条解釈

第1条



説明不要
第2条


説明不要
第3条

（1） 項

建設事業に関する1999年法律第18号に説示する公平性および公開性の原則に基づき、サービス提供者（工事請負人）の選定は、選定に参加するサービス提供者（請負人）に対して広く、かつ公平な機会を提供する目的で一般競争（公開）入札あるいは制限競争入札による方法で実施されなければならない。

サービス提供者（請負人）の直接選定あるいは直接指名は、基本的に社会および国家の治安と安全に係る緊急および急を要する工事に対してのみ機会が与えられる。

（2） 項

事前資格審査および事後資格審査は、機関に登録済みの事業体の形態を有するサービス提供者（（請負人）の選定過程であり、その部門、下請部門の適合性、確かな能力および実績を決定するものである。

（3） 項

説明不要

（4） 項

業務連合の原則に基づき、事前資格審査は、国内企業間や国内企業と外国業が提携する複数企業が連合する総体として応じられることができる。この意味は、連合者はすべての事前資格審査の要件を満たす必要がないこと、また上記の連合企業はサービス使用者（注文者）に対して連帯責任による同等の責任を負うことに合意することを前提とする。連合企業として建設サービス部門で外国企業と連携する国内企業は、内国企業として処遇される。

（5） 項

説明不要

（6） 項

説明不要

第4条

（1） 項

説明不要

（2） 項

説明不要

（3） 項

a号


　　説明不要

b号


　　説明不要

c号


　　説明不要

d号


　　説明不要

e号

入札の評価は、資質(QBS)あるいは資質および価格(QCBS)評価方式または固定価格(Fixed Cost)または最低価格(Least Cost)面の入札を評価する方法により建設設計者および建設監理者の等級を定めるためにサービス使用者が実施する。

1. 資質面による入札評価方法(QBS)

この評価方法においては、もっとも高度な技術提案による評価順位を得た入札者が金銭的提案交渉に招請される。金銭的提案は、技術的提案の提出と同時に提出するか、あるいは交渉の招請を受けた際に提出する。

この評価方法は、以下の場合に使用される。

a) 複雑な業務あるいは非常に特殊な業務

b) 成果品が下流加工業者に多大な影響を与える業務

c) 工事が非常に異なる方法で実施され、かつ比較の困難な業務

2. 資質および価格面による入札評価方法(QCBS)

この評価方法における入札者の順位決定は、特定のリスクによる技術的提案と金銭的提案に対する双方の評価結果に基づく。金銭的提案に対するリスクは30点（100点の内）より大きくてはならない。通常の金銭的提案のリスクは10～20点である。

最高位の入札者が落札者として決定される。建設業務契約作成のための交渉が行なわれる際に、単一価格（請求価格）については説明を加えることはできるが価格交渉はできない。

この評価方法は、ほとんどの設計工事あるいは監理業務入札に使用される。

3. 固定価格面のよる入札評価方法(Fixed Cost)

この方法による技術的提案と金銭的提案は、同時に公開される。予算の上限を超える入札価格による入札者は、最初に落選が決定される。従って、もっとも高度な技術評価順位を得て合格した入札者が落札者として決定され、契約作成の交渉に招請される。

この評価方法は、作業が単純で、予算上限が確定している場合に、決定の容易な業務に使用される。

4. 最低価格面による入札評価方法(Least Cost)

この方法における技術的提案評価が最小評点以下の評価値の入札者は、落選が決定する。従って、公開された金銭的提案が合格し、最低価格による入札者が落札者として決定される。入札価格は、交渉することはできない。

この評価方法は、標準的で定期的な業務に使用が適している（例えば監理業務入札など）。

ｆ号


　　説明不要

g号


　　説明不要

h号


　　説明不要

i号


　　説明不要

（4） 項

説明不要

第5条

（1） 項

建設設計者およびシステム設計者の選定を目的として公開競争あるいは制限競争の方法を行なうことができる。

公開競争あるいは制限競争は、基本的にサービス提供者（請負人）の選定過程の一部である。

（2） 項

説明不要

第6条

（1） 項

a号


高度の危険度（リスク）による業務とは、その施工において公共の安全を危険にさらすことのある建設工事を云う。

ｂ号


高度技術による工事とは、その施工において重機や専門職並びに熟練技能者を多く使用する建設工事を云う。

（2） 項

説明不要

（3） 項

a号


制限競争入札の公告は、最終選考決定に対する事前資格審査に参加するためのサービス提供者への機会提供の必要性から実施される。

ｂ号


　　　説明不要

c号



　　説明不要

ｄ号



　　説明不要

e号



　　説明不要

f号



　　説明不要

g号



　　第4条（3）項e号と同じ

h号



　　説明不要

i号



　　説明不要

j号



　　説明不要

k号



　　説明不要

（4） 項

説明不要

第7条

（1） 項

a号

説明不要



b号



　　説明不要



c号



　　説明不要



d号



　　以下の規定による小規模な工事

1) 「少ない危険度」とは、工事の施工において公共の安全に危険を及ぼさない建設工事を云う。

2) 「単純な技術」とは、工事の施工において単純な作業器具を使用し、専門技術を必要としない建設工事を云う。

3) 「個人事業者および小規模事業体のサービス提供者」とは、工事の施工において危険度が少なく、単純な技術を使い、かつ小額の費用で建設工事を作業する建設労働者を云う。

（2） 項

説明不要

（3） 項

a号

説明不要

b号

説明不要

c号

説明不要

d号

　　第4条（3）項e号と同じ

e号

　　説明不要

f号

　　説明不要

（4） 項

説明不要

第8条

（1） 項

a号

　　1)番

　　　「緊急な対応」とは、非常に緊急で、かつ直接選定過程の実施が不可能な対応の活動を云う。

　　　社会の治安と安全に危険を及ぼす状況の発生、あるいは避けることのできない状況の結果生じる大きな損害を避けるための事前処置のための活動、例えば、洪水、漏れの恐れがあるガス管、地震など。

   2)番

　　　説明不要

   3)番

　　　説明不要

   4)番

　　　第7条（1）項d号と同じ

   5)番

　　　説明不要

　b号

   　説明不要

（2） 項

説明不要

（3） 項

a号

　　説明不要

b号

　　説明不要

c号

　　説明不要

d号

　　説明不要

e号

　　入札の評価において同時に事後資格審査を実施することができる。

第9条

（1） 項

本項における競争入札の方法は、事前資格審査あるいは事後資格審査による審査評価を経由して実施される。事前資格審査方式の審査を希望する場合は、第10条（3）項の規定に従う。一方、事後資格審査方式の審査を希望する場合は、第9条（3）項の規定に従う。

審査の公示にはどちらの資格審査評価を使用するのかを記載しなければならない。従って、公示には資格審査の評価過程の障害となる制限があってはならない。

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

第10条


説明不要

第11条

（1） 項

a号

　　説明不要

b号

　　説明不要

c号

　　説明不要

d号

　　第7条（1）項d号の説明と同じ

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

第12条

（1） 項

a号

　　1)番

　　　　第8条（1）項a号1)番の説明と同じ

　　2)番

　　　　説明不要

　　3)番

説明不要

　　　　　

　　4)番

　　　

　　　　第7条（1）項d号の説明と同じ



　　5)番

　

　　　　説明不要

b号

　　 説明不要

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

第13条

（1） 項

説明不要

（2） 項

統合的に実施できる工事は、製油・ガス、発電所、および原子炉などである。

（3） 項

説明不要

（4） 項

説明不要

（5） 項

説明不要

第14条


説明不要

第15条


　　
a号



　　説明不要



b号



　　説明不要



c号



  説明不要



d号



　　説明不要



e号



　　説明不要



f号



　　説明不要



g号



　　説明不要



h号



　　説明不要



i号

事業体あるいは個人事業者の形態を有するサービス使用者（注文者）の支払能力の証拠となるものは、銀行保証、金融機関の保証・担保などの形態である。

政府プロジェクト用の支払能力の証拠は、国家開発予算あるいは国家通常予算などである。



j号
　　

  説明不要



k号



　　説明不要



l号



　　説明不要

第16条



a号


一般競争（公開）入札あるいは制限競争入札の過程においてサービス使用　　　　　者（発注者）が徴収できる費用は、入札書類の複写費用の相当額のみである。



b号

　　

　　説明不要



c号

すべての入札に関して拒否が発生する場合には、サービス使用者（注文者）は入札書類の再検討をしなければならない。入札書類に対する再検討は、契約条件、図面および仕様、契約の範囲、あるいはその三つの組合せが対象となる。有効な競争が達成できないという理由によるすべての入札に対する拒否は、ただ単に入札者数（例えば入札者数の不足が原因など）に基づくものであってはならない。仮にすべての入札に対する拒否が有効な競争が達成されないという理由による場合には、より広く公告（広告）の普及を考慮しなければならない。

仮にすべての入札あるいは大部分の入札が競争入札書類に対する対応を実行していない場合は、事前資格審査済みの新規の入札者が招請される。

サービス使用者（発注者）は、すべての入札を拒否すること、さらにより低い入札価格を取得するため同じ競争入札書類を使用し新規の入札を招請することはできない。

修正済みの最低価格がサービス使用者（発注者）の上限価格より高い場合には、サービス使用者（発注者）は以下の事項を行なうことができる。

a. 競争入札書類を変更し、新規の競争入札書類に基づく入札を招請する、あるいは

b. 修正済みの最低価格による入札者と契約の範囲を削減するための交渉を行う。

第17条


説明不要

第18条


説明不要

第19条

（1） 項

説明不要

（2） 項

第4条（3）項e号の説明と同じ

（3） 項

「修正された」とは、掛け算、割り算、足し算、および引き算の間違いの修正が行なわれた後を意味する（演算修正）

（4） 項

説明不要

第20条

（1） 項

建設業務契約は、各サービス提供者（請負人）、即ち建設設計者、建設施工者、および建設監理者において個別の書式による書類に記載されなければならない。

（2） 項

説明不要

（3） 項

a号

　　説明不要

b号

　　建設工事の施工期間に基づく建設工事契約：

1) 単年とは、資金調達および工事の履行期間が一年間内で完了予定の工事を云う。

2) 複数年とは、資金調達および工事の履行期間が一年以上で完了予定の工事を云う。

ｃ号

　　1)番

工事成果品の評価がいくつかの工事進捗段階において実施される以外の工事進捗度に基づくもので、物理的な工事が１００%完了する際に同時に行なうことができる（ターンキー、即ち完成までの一括契約）

　

　　2)番

定期的な工事成果品の評価は、一般的に毎月末に月間方式によって実施される。

第21条

（1） 項

一括定額請負形態による競争入札において、演算ミスによる入札価格の内訳計算の訂正がある場合は、合計入札価格は変更できないこととする。

変更は、工事のボリューム（量）あるいは単一価格のいずれかによってのみ実施でき、また演算修正による変更によって生じるすべてのリスクは全面的にサービス提供者（請負人）の責任となる。従って、入札価格が契約価格となる（工事金額）

（2） 項

単一価格請負形態による競争入札において、演算ミスによる入札価格の内訳計算の訂正がある場合は、合計入札価格は変更できるが、単一価格は変更できない。演算修正は、ボリューム（量）と単一価格の掛け算、あるいはボリューム（量）と単一価格の掛け算の結果合計においてのみ実施できる。演算修正による変更で生じるすべてのリスクは全面的にサービス提供者（請負人）の責任となる。落札者の決定は、修正済み入札価格に基づく。従って、修正済み入札価格が契約価格となる（工事金額）

単一価格も一括定額契約の原則に基づく。

（3） 項

追加費用サービス（役務）請負の形態による競争入札において、演算修正による入札価格の訂正は、一括定額請負形態による競争入札あるいは単一価格請負形態による競争入札に従うこととする。
（4） 項

(3) 項の説明と同じ

（5） 項

(3)項の説明と同じ

第22条


説明不要

第23条

（1） 項

a号

　　説明不要

b号

　　1)番

　　　　　説明不要

　　2)番

　　　　　説明不要

3)番

「価格変動の結果による工事評価の調整」とは、その方式が入札書類に記載済みの段階的拡大方式による調整を云う。



　　4)番



　　　　説明不要

　

　　5)番



　　　　説明不要



c号



　　1)番

建設業務契約で担保保証の合意が可能な担保の種類は、前金保証金、履行保証金、工事成果品の品質に対する保証金、建造物の失敗に対する責任保証金、および工事、資材および機材の保険、労働者保険、建設工事の失敗に対する保証金および第三者の訴訟保険などを対象とする。

前金保証金とは、サービス提供者（請負人）が建設工事を着手するための前金を受領する前にサービス使用者（発注者）に対してサービス提供者（請負人）が提供する保証金を云う。サービス使用者（発注者）は、サービス提供者（請負人）が前金の還付を納入しない場合は前金の担保を清算し、かつその後その担保を利用する権利を有し、またサービス使用者（発注者）の責任に帰すべき事由による一方的な建設工事契約の解除が発生した場合は、未納の前金の残額はサービス提供者（請負人）に対するサービス使用者（発注者）が支払い義務を有する損害賠償の一部として考慮することができる。

履行保証金とは、サービス提供者（請負人）が建設業務契約の規定に応じてその工事を完了させるということの保証金を云う。履行保証金は、万一サービス提供者（請負人）がその工事履行や履行義務を完了させる能力がない場合、あるいは建設工事契約がサービス提供者（請負人）の責任に帰すべき事由で解除された場合に、サービス使用者（発注者）によって現金化され、かつその資金はサービス使用者（発注者）の帰属となる。

工事成果品の品質に対する保証金とは、保証期間、即ち工事の最終成果品の最初の引渡しと工事の最終的成果品の二回目の引渡しの間の期間にサービス使用者（発注者）に対してサービス提供者（請負人）が提供する保証金を云う。工事の最終的成果品の品質に対する保証金は、保全維持の保証金などの形態を取ることができる。サービス使用者（発注者）は、万一建設施工者が工事成果品の品質に対しての保証期間中建設業務契約の規定に基づく義務を履行しない場合は、工事の最終成果品の保全・維持/修繕費用を賄うための担保保証金を清算し、かつその資金を利用する権利を有する。

設計および施工あるいはその監理業務に関する建造物の失敗に対する担保保証金は、インドネシアで適用する担保保証金制度の進捗度に応じて適用される。

工事保険/材料保険および機材保険/労働者保険/第三者の訴訟保険とは、建設施工者が充当義務のある建設工事の失敗に対する担保保証を云う。一方、設計あるいは監理業務における建設工事の失敗に対する担保保証金は、その適用がインドネシアで適用する担保保証金制度の進捗度に応じる職業上の損害保険を云う。



　　2)番



　　　　説明不要



　　3)番



　　　　説明不要



d号



　　説明不要



e号



　　1)　サービス使用者（発注者）の権利と義務は、以下の事項を対象とする。



　　　　　a) サービス使用者（発注者）の権利

・　サービス提供者（請負人）との合意に関して、合意済みの業務範囲を変更することなく建設工事契約の内容の一部変更

・　サービス提供者（請負人）が建設工事契約の規定に添わない工事をした場合の一時工事停止

・　サービス提供者（請負人）が建設工事契約の規定を満たす能力がない場合の建設工事契約解除の方法による恒久的な工事停止

・　サービス提供者（請負人）が提案する建設工事契約の一部内容変更提案の拒否

・　技術的要件を満たさないサービス提供者（請負人）の建設資材および/あるいは工事成果品に対する拒否

・　サービス提供者（請負人）との合意に関する担保額並びに要件の決定並びに変更

・　工事履行能力がないとの判断によるサービス提供者（請負人）の人員の変更

・　サービス提供者（請負人）がその義務を履行しない場合の一時業務停止

・　サービス提供者（請負人）が提案する下請サービス提供者および/あるいは下請供給者の提案に対する拒否



　　　　　b) サービス使用者（注文者）の義務

・　建設業務契約に基づく工事履行のためのサービス提供者（請負人）に対する工事施設の引渡し




・　工事施工費用支払能力の証拠の提示

・　技術的および管理的要件を満たした工事資材および/あるいは成果品の受領




・　優秀な成績に対する報酬の付与

・　合意される支払い過程段階に基づく期限通りの正確な合計金額の支払い

・　サービス使用者（発注者）の過失あるいはミスに対する補償支払いの履行




・　サービス提供者（請負人）が要求する業務書類/過程の秘密保持




・　工事施工に対する監理および修正の履行



　　2)　サービス提供者（請負人）の権利と義務は、以下の事項を対象とする。



　　　　　a) サービス提供者（請負人）の権利




・　建設工事契約内容の一部変更提案の提出




・　自らが実施する優秀な成績に対する報酬の取得

・　サービス使用者（発注者）に指示された建設工事契約内容の変更が原因で生じる損害に対する補償の取得

・　サービス使用者（発注者）がその義務を履行しない場合の一時工事停止

・　サービス使用者（発注者）が工事の継続能力がない場合、あるいはその義務履行能力がない場合は、建設業務契約の解除の方法による恒久的工事の停止、またサービス提供者（請負人）は建設業務契約の解除の結果により生じる損害に対する補償を取得する権利を有する。

・　サービス使用者（発注者）の建設工事契約内容の一部変更提案の拒否

・　サービス使用者（請負人）の同意による下請サービス提供者および/あるいは下請供給者の指名



　　　　　b) サービス提供者（請負人）の義務

・　サービス提供者（請負人）の任務、工事施工の参考資料となる書類、添付書類、業務施設の品質あるいは建設工事契約に条件付けられているその他の事項に対するサービス使用者（発注者）への意見の提示




・　工事の施工および成果品リスクの考慮

・　建設工事契約に条件付けられる事項に基づく違約金および/あるいは損害賠償支払い責任規定の履行



ｆ号



　　1)番



　　　　説明不要



　　2)番



　　　　説明不要



　　3)番



　　　　説明不要



　　4)番

「支払い遅滞による違反金」とは、一日当たりの遅延利息に基づき計算される費用価格を云う。



　　5)番



　　　　説明不要



g号



　　説明不要



ｈ号



　　説明不要



i号



　　説明不要



j号



　　説明不要



k号



　　説明不要



l号



　　説明不要



m号



　　説明不要

（2） 項

知的財産権(HAKI)に関する規定は、合意されている工事における工事の履行に関する発明あるいは工夫の成果品の所有権に関する合意事項を作成することを目的とする。

（3） 項

説明不要


(4)項



説明不要


(5)項



説明不要


(6)項



説明不要

第24条

設計段階および施工段階並びに監理段階における建設事業の運営においては、特に以下の事項を対象とするサービス使用者（発注者）とサービス提供者（請負人）との相互関係および/あるいは雇用関係にかかわる準備、作業および完了活動が実施される。


１．設計段階


    a. 準備活動におけるサービス使用者（発注者）は、

1)  建設設計者が工事着手のために必要とする各書類および/あるいは工事施設の引渡しを行なうと共に、期限通りの引渡しの完全履行を含む書類内容の事実/確定および/あるいは上記の施設に対しての責任を負う。



2)  工事の運営のためのサービス使用者（発注者）の代理人を決定する。

3)  建設設計者の代理人に関する建設設計者の提案および工事計画に対する決定を行なう。

4)  建設設計者が託する前金の担保に対する前金を支払わなければならない（合意されている場合において）

5)  専門的能力に添わない、あるいは業務成績が不十分、または不適切な行為を行なう建設設計者の人員の解雇および/あるいは変更の要請を行なう。

6)  建設設計者が前金の返還を納入しない場合は前金の担保を清算し、また建設設計者の責任に帰すべき事由による一方的な建設工事契約の解除が発生した場合は、未納の前金の残金は建設設計者に対してサービス使用者（発注者）が支払義務をもつ損害賠償の一部として考慮され、またサービス使用者（注文者）は前金の担保を返還しなければならない。

7)  建設設計者が自己の工事の完了および義務を履行する能力がない場合は、履行保証金を清算する（合意されている場合において）


    b. 準備活動における建設設計者は、



1)  サービス使用者（発注者）から委譲される書類に対する意見を提示する。

2)  建設設計者の代理人ならびにその権限の提案を出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。



3)  サービス使用者（発注者）が同意した工事計画に対して責任を負う。

4)  前金の保証金および履行保証金（合意されている場合において）、および/あるいは建設工事の失敗および/あるいは保証金が納付される場合の事項に基づく保険証券の形態による建造物の失敗に対する保証担保を提出する。



5)  以下の事項に対する損害賠償を得る。

a) サービス使用者（発注者）の書類内容、および/あるいは施設並びに完全性に対する不当性および不確定性、および引き渡し時期が期限どおりに行なわれず建設設計者に損害をもたらすとき

b) 建設設計者の代理人の提案および建設設計者の業務計画の提案に対する決定に関するサービス使用者（発注者）の遅滞が建設設計者に損害をもたらすとき

c) 前金支払いの遅滞（合意されている場合）


    c. 作業活動におけるサービス使用者（発注者）は、

1)  建設設計者に対して指示する変更が理由で生じるすべての結果に対する責任を負う。

2)  合意される期限内に建設設計者の変更提案に対する決定を行なう。

3)  支払方法および支払い日程の合意に基づく建設設計者の工事成績に対する支払いを行なう。



4)  工事変更の指示ができる。

5)  建設設計者の工事成果品の品質に対する維持金として工事成績支払いの一部を差押えることができる。

6)   建設設計者の責任に帰すべき事由による建設工事の失敗が発生した場合は、建設工事の失敗に対する契約担保保証条件に基づき補償を受ける。


    d. 作業活動における建設設計者は、

1)  サービス使用者（発注者）が承認済みの業務計画に基づく施工作業の各段階を履行する。

2)  サービス使用者（発注者）の承認を得るために作業段階の工事およびその成果品の報告書を提出する。



3)  工事の成果品の正当性に対する責任を負う。

4)  サービス使用者（発注者）の変更に対する意見を提示し、建設設計者が意見を提示しない場合はそのすべての結果を容認する。



5)  工事の最終成果品の引渡しまで建設工事の失敗に対する責任を負う。



6)  以下の事項の場合は損害賠償を受ける。

a) サービス使用者（発注者）が決定を変更し、建設設計者に損害をもたらすとき

b) 工事のボリューム（量）削減が建設設計者に損害をもたらすとき

c)　サービス使用者（発注者）の決定が遅滞し、その結果建設設計者に損害をもたらすとき



　　　d) 支払いの遅滞の理由によるとき（合意されている場合）



7)  工事の作業方式および/あるいは段階の変更の提案ができる。



8)  未払いの工事部分の成果品を差し押さえる。


    e. 完了活動におけるサービス使用者（発注者）は、



1)  合意されている期限内に工事の最終成果品に対する決定を行なう

2)  建設設計者が約束する時期より早く工事を完了する場合には、担保保証事項に関して奨励金を付与しなければならない。

3)  支払い方法および支払い日程の合意に基づき、差押金の免除を含むサービス使用者（発注者）の義務となる支払いの全残額の最終支払いを行なう。

4)  サービス使用者（発注者）が工事の最終成果品を受領した場合、建設工事の失敗に対する履行保証金および/あるいは担保保証金を返還する。

5)  保証期間終了時に、建築物の失敗の担保保証金を引き渡す。

6)  建設設計者が工事の最終成果品の完了が遅延した場合は、遅延違反金が課せられる。

7)  建設設計者がサービス使用者（発注者）の要請に基づく修正を行なわない場合は、工事の最終成果品の修繕用として差押金を利用する。

8)  建設設計者の責任に帰すべき理由による保証期間中建築物の失敗が発生した場合は、建造物の失敗に対する担保保証金規定に基づき補償を受け取る。


    f. 完了活動における建設設計者は、



1)  工事の最終的成果品を引き渡しサービス使用者（発注者）の承認を得る。



2)  保証期間終了まで作業過程に関係する書類を保管する。

３)  保証期間中責任となる建築物の失敗に対する責任を負う。



4)  以下の場合に損害賠償を受け取る。

　a) サービス使用者（発注者）が工事の最終成果品に対する決定が遅延し、その結果建設設計者に損害をもたらすとき



　　　　b) 最終支払いが遅滞したとき（合意されている場合）

c) サービス使用者（発注者）が建設工事の担保保証金、および/あるいは建造物の失敗に対する担保保証金の返還の引き伸ばしや遅滞の結果、建設計者に損害をもたらすとき



5)  未払いの工事の最終成果品を差し押さえる。

 6)  合意される時期より早く工事が完了した場合は、奨励金を受ける（合意されている場合）

　　　　　　2．施工並びにその監理段階


   a. 準備活動におけるサービス使用者（発注者）は、

1)  工事着工に建設設計者および建設監理者が必要とする工事施工を支援するための工事現場並びに施設および/あるいは書類を引き渡す。

2)  引渡し期日を守り、工事現場、施設および書類内容の正当性、正確性および完全性に対する責任を負う。



3)  建設監理者の代理人および/あるいはその権限の限度を決定する。

4)  建設履行の工事施工者の責任者および/あるいは建設監理者の建設監理者の代理人の提案に対する決定を行なう。

5)  建設施工者および/あるいは建設監理者の業務計画の提案に対する決定を行なう。

6)  設計書類に対する建設施工者および/あるいは建設監理者の意見に対する見解を述べる。

7) 建設施工者および/あるいは建設監理者が託す前金の担保保証に対する前金を支払う（合意されている場合）

8) サービス使用者（発注者）の責任となる建設材料および/あるいは建設部品および/あるいは機材の量、品質、および引渡し時期の決定について建設施工者に対し保証する（合意されている場合）

9) 建設施工者および/あるいは建設監理者が提出する工事施工責任者の提案に対する認定（賛否）を行なう。

10) 専門的能力に添わない、あるいは業務成績が不十分、または不適切な行為を行なう建設設計者および/あるいは建設監理者の人員の解雇および/あるいは変更の要請を行なう。

11) 建設設計者および/あるいは建設監理者が提出する業務計画の提案に対する認定（賛否）あるいは変更または移行を提示する。

12) 建設施工者および/あるいは建設監理者が前金の返還を納入しない場合は、前金の担保を清算し、またサービス提供者（請負人）の責任に帰すべき事由による一方的な建設業務契約の解除が発生した場合は、未納の前金の残金を建設施工者に対してのサービス使用者（発注者）が支払義務をもつ損害賠償の一部として判断されると共に、またサービス使用者（発注者）は前金の保証金を返還しなければならない。

13) 建設施工者がその義務の履行能力がない場合には、履行保証金を清算し、その資金をサービス使用者（発注者）の帰属とする。

14) 下請サービス提供者（下請負人）あるいは資材供給者および/あるいは建築部品および/あるいは機材の拒否および/あるいは解雇および/あるいは変更の要請をする。

15) 建設施工者の下請サービス提供者（下請負人）/供給者に対する支払いが建設施工者の悪意が原因で遅滞する場合には、建設施工者と下請サービス提供者（下請負人）/供給者間の介入を行なう。

16) 工事施工供給の履行を目的とし必要と判断する場合には、下請建設施工者/供給者と直接的な関係を持つ。

17) 建設施工者がサービス使用者（発注者）の許可なしで下請サービス提供者（下請負人）/供給者を雇用した場合は、建設工事契約の解除を実施する。

    b. 準備活動における建設施工者は、



1)  工事施工責任者の提案を出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。

2)  物理的な施工実施案および労働安全・衛生に係る実施案を提出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。



3)  設計書類に対する意見を提示する。

4)  合意されている場合における前金の保証金、建設業務契約に担保保証されるものに基づく保険証券の形態による建設工事の失敗に対する履行保証金および担保保証金を納入する。

5)  建設業務契約に記載されていない下請のサービス提供者（下請負人）あるいは資材供給者および/あるいは建築部品および/あるいは機材の提案を提出する。



6)  以下の事項の場合は損害賠償を受け取る。

a) サービス使用者（発注者）が現場および/あるいは設備の引渡しを遅滞、あるいは施設の不備が理由で、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

b) サービス使用者（注文者）が書類の提出を遅滞、および/あるいは書類内容が不実で、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

c) サービス使用者（注文者）がその代理人の決定を遅滞、あるいは建設監理者の代理人の決定を遅延し、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

d) サービス使用者（発注者）が建設施工者の建設施工責任者の提案に対する決定を遅滞し、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

e) サービス使用者（発注者）が建設施工者の工事計画提案に対する決定を遅滞し、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

ｆ）　サービス使用者（発注者）が工事計画の変更および移行を行い、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

g) サービス使用者（発注者）が前金納入を遅滞する場合

h) サービス使用者（発注者）がその責任となる建設資材の数量、品質および納期および/あるいは部品および/あるいは機材の決定に関する確定を行なわず、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

i) サービス使用者（発注者）が下請のサービス提供者（請負人）および/あるいは供給者の提案決定を遅延し、その結果建設施工者に損害をもたらすｔき


    c. 準備活動における建設監理者は、



1)  監理実施案を提出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。



2)  設計書類に対する意見の提示をする。

3)  建設監理者の代理人およびその権限の提案を出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。

4)  前金の支払いが合意される場合は、前金の保証金を納入する。



5）　以下の事項に関し損害賠償を受け取る。

a) サービス使用者（発注者）が建設監理実施案および監理代表者の提案に対する決定を遅滞し、その結果建設監理者に損害をもたらすとき



    b) サービス使用者（発注者）が前金納入を遅滞した場合


    d. 作業活動におけるサービス使用者（発注者）は、

1)  サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の業務および/あるいは作業計画の変更指示の結果生じるすべての結果に責任を負う。

2)  建設施工者の業務および/あるいは作業計画の変更提案に対する決定をする。

3)  建設監理者の業務および/あるいは作業計画の変更提案に対する決定をする。

4)  建設施工者に対して、サービス使用者（発注者）の責任となる建築資材および/あるいは部品および/あるいは機材を合意されており正確な数量を期限通りに引き渡す（合意されている場合）

5)  建設監理者に対して合意されている日程に基づき工事設備および/あるいは書類を引き渡す（合意されている場合）

6)  支払い方法および支払い日程の合意に基づく建設施工者および/あるいは建設監理者の要請に対する工事成績に対する支払いを実施する。

7) 各工事活動部分の管理結果報告書および監理最終報告書に対する意見および/あるいは決定をする。

8) 初期に委譲される工事の使用済み暫定的な成果品あるいは最終的成果品の工事の使用結果に対して責任を負う。

9) 建設施工者が合意されている時期より早く業務（工事）の完了ができた場合には報奨金を供与する。

10) 建設施工者に対して工事および/あるいは施工実施案の変更、あるいは建設監理者に対して監理作業計画の変更を要請する。

11) 建設施工者の工事および/あるいは施工実施案の変更提案、あるいは建設監理者の監理作業計画の変更提案の認定（賛否）を行なう。

12) 建設施工者の責任に帰すべき事由により建設工事の失敗が発生した場合は、建設工事の失敗に対する担保保証条件に基づく補償を得る。

13) 工事の成果品が契約書類に添わない場合は建設施工者の工事最終的な成果品の初期引渡しを拒否する。

14) 工事成果品の最終的引渡しまでの工事成果品の品質保証に対する差押金として建設施工者に対する支払いの一部を差し押さえる。

15) 建設施工者が工事の最終的成果品の引渡しに遅滞がある場合は遅延違反金を課す。

    e. 作業活動における建設施工者は、

1)  サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者に対して各工事活動部分の施工のための許可を申請する。

2)  サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の合意済みの作業計画に基づく各工事活動部分を履行する。

3)  建設施工者の工事の最終的成果品の引渡しまで建設工事の失敗に対して責任を負う。

4)  工事活動部分およびその結果報告書を提出し、サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の承認を得る。

5)  工事の初期引渡しが行なわれるまでサービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の同意を得た工事活動部分を保護し、維持管理する。

6) サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の工事変更申請に対する意見の提示をする。

7) サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の工事変更申請に対する意見の提示をしない場合は、すべてのその結果を容認する。

8) 工事および/あるいは作業計画の変更提案を提出する場合は、すべてのその結果に対して責任を負う。

9) 工事の最終的成果品の初期引渡しを行い、サービス使用者（発注者）の承認を得る。

10) サービス使用者（発注者）が工事の最終的成果品の引渡しを受けた後、差押金の受理に代わる工事成果品の品質に対する担保保証を納入する(合意されている場合において)

11) 以下の事項の場合には損害賠償を受ける権利を有する。

a) サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者がサービス使用者（発注者）の提案に対する決定を引き延ばし、あるいは遅滞した結果、建設施工者に損害をもたらすとき

b) サービス使用者（発注者）あるいは建設監理者の代理人の不在が建設施工者に損害をもたらすとき

c) サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者が工事活動部分の成果品の受渡の受理を引き延ばし、あるいは遅滞した結果、建設施工者に損害をもたらすとき

d) サービス使用者（発注者）の工事変更申請の結果基本的な変更が発生するとき

e) サービス使用者（発注者）が建築資材あるいは部品および/あるいは機材の引渡しが遅滞および/あるいは数量が不正確あるいは全くその義務の不履行が理由による建設施工者に損害をもたらすとき

f) 支払いの遅滞の理由によるとき（合意されている場合）

g) サービス使用者（発注者）が工事の最終的成果品の初期引渡しの引き伸ばしあるいは妨害または遅滞の結果、建設施工者に損害をもたらすとき

h) サービス使用者（発注者）が履行保証金および/あるいは建設工事の失敗に対する担保保証金の再納付の遅滞により、その結果建設施工者に損害をもたらすとき

12) 工事を早く完了することができた場合は奨励金を得る（合意されている場合）

13) サービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者の工事および/あるいは作業計画変更申請の認定（賛否）を行なう。

14) 工事および作業計画の変更提案を提出する。

    f. 作業活動における建設監理者は、



1)  建設施工者の工事活動部分の履行のための提案に対する決定をする。

2)  サービス使用者（発注者）の工事および/あるいは履行作業計画の変更申請に対する意見を提示する。

3)  建設施工者の工事および/あるいは履行作業計画の変更申請に対して、サービス使用者（発注者）の権限に基づく意見あるいは決定の提示をサービス使用者（発注者）に行なう。

4) 監理の各業務活動部分の監理結果報告書および監理最終報告書を提出し、サービス使用者（発注者）の承認を得る。

5)  建設施工者の工事の最終的成果品の初期引渡し提案に対する意見をサービス使用者（発注者）に提示する。

6)  建設施工者から前もって許可を得ず施工される工事活動の部分的な成果品の受理を拒否できる。

7)  建設作業契約の規定および/あるいはサービス使用者（発注者）および/あるいは建設監理者が同意した作業計画案を満たさない工事活動の部分的成果品の受理を拒否できる。



8)  監理作業計画案の変更提案を提出する。



9)  以下の場合に損害賠償を受け取る。

a) 　サービス使用者（発注者）が建設監理者の監理最終報告に対する決定を遅延し、その結果建設監理者に損害をもたらすとき

ｂ）　サービス使用者（発注者）が施設および/あるいは書類の提出の際に遅延および/あるいは不備および/あるいは不正確による義務不履行の結果、建設監理者に損害をもたらすとき



10) 工事の最終成果品が早く完了できた場合は奨励金を受け取る。


    g. 完了活動におけるサービス使用者（発注者）は、

1)  サービス使用者（発注者）が受理した建設施工者の苦情を遅くとも工事の最終的成果品の二回目の引渡し以前に処理する。

2)  工事の最終的成果品の二回目の引渡し受領後、および/あるいは建設施工者のすべての苦情を処理した後、（未払いの差押金がある場合）すべての差押金の支払いを含む最終支払いを行なう。

3)  監理成果品の最終報告を受領後、建設監理者に対して最終支払いを行なう。

4)  建設施工者から工事の最終的成果品に対する二回目の引渡しの後、工事成果品の品質に対する保証金（担保）を返還する（合意されている場合において）

5)  建設工事履行の最終的成果品の二回目の引渡しを受理した後、建設工事の失敗の保証金に対する担保保証を引き渡す。

6)  担保保証期間終了時における建造物の失敗に対する担保保証金を引き渡す。

7)  工事成果品が契約書類に添わない場合は、建設施工者の工事最終成果品の二回目の引渡しを拒否できる。

8)  建設施工者が工事成果品の品質に対する保証期間中建設業務契約の規定に基づく義務を履行しない場合は、差押金を利用するか、あるいは工事成果品の品質に対する保証金が合意されている場合は、工事の最終成果品の維持・管理費用に充当するため当該保証金の差押えを行なうと共に、それを清算する。

9)  建設施工者の過失の結果生じる保証期間中の建造物の失敗が発生する場合は、建造物の失敗に対する担保保証規定に基づき補償を受け取る。


    h. 完了活動における建設施工者は、

1)  工事成果品の品質に対する保証期間中、工事の最終的成果品に対する品質の維持・管理を実施する。

2)  維持期間終了後、完全な書類を添えた工事の最終的成果品の二回目の引渡しを行なう。



3)  保証期間の終了まで建設施工過程に関係する書類を保管する。

4)  サービス使用者（発注者）が工事の最終的成果品の二回目の引渡し受理を引き伸ばし、あるいは妨げ、または遅滞し、その結果建設施工者に損害をもたらす場合は、損害賠償を受け取る。

5)  サービス使用者（発注者）が工事の成果品の品質に対する保証金および/あるいは建造物の失敗に対する担保保証金の返還を引き伸ばし、あるいは遅延し、その結果建設施工者に損害をもたらす場合は、損害賠償を受け取る。


    i. 完了活動における建設監理者は、

1)  建設施工者の工事の最終成果品の二回目の引渡し提案に対する意見をサービス使用者（発注者）に提示する。

2)  サービス使用者（発注者）に対して建設監理過程に関係する書類を添えた監理結果報告書を提出する。

3)  最終支払いの遅滞の結果に対する損害賠償を受け取る（合意されている場合）

第25条


説明不要

第26条

（1） 項

危険度の高い建設工事は、その施工が公共、財産、および人命、並びに環境の安全に大変危険をもたらすリスクを持つ建設工事が対象となる。

（2） 項

危険度が中程度の建設工事は、その施工が公共、財産、および人命の安全に危険をもたらすリスクを持つ建設工事が対象となる。

（3） 項

危険度が低い建設工事は、その施工が公共および財産に危険をもたらすリスクを持つ建設工事が対象となる。

第27条

（1） 項

特定の建設工事において、建設設計者は事前にサービス使用者（発注者）の承認を得た後、特別の専門的技能（スキル）を有する下請設計者を指名することができる。

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

第28条


説明不要

第29条

（1） 項

特定の建設工事において、建設施工者および建設監理者は事前にサービス使用者（発注者）の承認を得た後、特別の専門的技能（スキル）を有する下請施工者および下請監理者を指名することができる。

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

（4） 項

実験・テストを必要とする特定の工事とは、水利部門を担当する政府機関のダム、エネルギー部門を担当する政府機関による発電、原子力部門を担当する政府機関による原子力などを云う。

第30条

（1） 項

説明不要

（2） 項

説明不要

（3） 項

本規定は、特別に独自の法規で定められた特定部門における労働安全および衛生は含まれない。

第31条


建設工事の失敗は、建設工事履行中に発生したものを云う。

第32条


説明不要

第33条


公共の治安および安全のため、政府は以下の措置を講じることができる。

a. 建設工事の一時中止

b. 特定の条件による工事の継続、および

c. 工事の一部中止

第34条


説明不要

第35条

（1） 項

a. 建設設計者の建造物の失敗に対する責任は、次の規定による設計技術に関する定義に従うこととする。

    a. 10年以内の建造物の失敗に対する保証期間については、営業停止処分および損害賠償制裁の規定が適用される。

    b. 保証期間を経過する建造物の失敗に関しては、営業停止処分の制裁が課せられる。

b. 責任期間を超過する建造物の失敗には、営業停止処分の規定が課せられる。

（2） 項

説明不要

（3） 項

説明不要

第36条

（1） 項

「専門監査官」とは、建設部門における専門監査官を云う。専門監査官は、客観的で専門的な評価能力を有する独立した当事者が合意する個人、あるいはグループまたは事業体を云う。

（2） 項

説明不要

（3） 項

第33条の説明と同じ

第37条


説明不要

第38条


説明不要

第39条


説明不要

第40条

（1） 項

説明不要

（2） 項

建設設計者は、建設設計者の書面による同意なしにサービス使用者（発注者）および/あるいは建設施工者が変更する設計の結果としての建造物の失敗に対する責任から免れる。

（3） 項

説明不要

（4） 項

説明不要

第41条

（1） 項

説明不要

（2） 項

建設設計者に関して、建設工事施工書類の保管および維持期間は第35条（1）項の説明に基づく規定に従うものとする。

第42条


説明不要

第43条


説明不要

第44条

（1） 項

「建設業務（工事）成果品の他の物理的な形態」とは、実現可能性調査書類、技術設計書類、設計図、技術・監督管理書類、内装設計見取り図、外装設計見取り図、および保全などの建設工事の成果品を云う。

（2） 項

説明不要

第45条


説明不要

第46条


説明不要

第47条


説明不要

第48条


説明不要

第49条


説明不要

第50条


説明不要

第51条


説明不要

第52条


説明不要

第53条


説明不要

第54条


説明不要

第55条


説明不要

第56条


説明不要

第57条


説明不要

第58条


説明不要

第59条


説明不要

第60条


説明不要

第61条


説明不要

第62条


説明不要

第63条


説明不要
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